
法定外公共物の管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和８年８月１９日 

 

山鹿市長 早 田 順 一   

 

 

山鹿市規則第２８号 

 

法定外公共物の管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 

法定外公共物の管理に関する条例施行規則（平成１７年山鹿市規則第１５９号）の一部

を次のように改正する。 

第２条第１項中「次の各号に掲げる許可の区分に応じ、当該各号に掲げる申請書」を

「法定外公共物占用等許可申請書（様式第１号）」に改め、同項各号を削り、同条第２項

中「の様式により更新許可申請書」を「に規定する申請書」に改め、同条第３項中「権利

承継届出書（様式第４号）」を「法定外公共物占用等権利承継届出書（様式第２号）」に

改め、同条第４項中「権利譲渡承認申請書（様式第５号）」を「法定外公共物占用等権利

譲渡承認申請書（様式第３号）」に改め、同条第５項中「様式第６号」を「様式第４号」

に改める。 

第３条中「許可証（様式第７号、様式第８号又は様式第９号）」を「法定外公共物占用等

許可書（様式第５号）」に改める。 

第４条中「許可証」を「許可書」に改める。 

様式第１号から様式第３号までを次のように改める。 



様式第１号（第２条関係） 

法定外公共物占用等許可申請書 
新
規 

更
新 

変
更 

第     号 

  年  月  日 

  (宛先)山鹿市長 

〒                   
住 所                    

氏 名                    

担当者 氏  名           

電話番号           

 法定外公共物の管理に関する条例第４条の規定により許可を申請します。 

許可の区分 

□条例第４条第１項第１号、２号又は３号に規定する行為 

□条例第４条第１項第４号に規定する行為 

□条例第４条第１項第５号に規定する汚水の放流 

目 的   

場 所 
  対象

物件 
道路・水路 

物件の詳細 

名 称 又 は 種 別 規 模 数 量 

      

期 間 
  年  月  日から 

  年  月  日まで 
間 

物件の構造又は

採取等の方法 

  

工事の期間 
  年  月  日から 

  年  月  日まで 
間 工事実施の方法 

  

復 旧 方 法   添 付 書 類   

備 考 

記載要領 

１ 新
規 

更
新 

変
更 

については、該当するものを○で囲み、更新・変更の場合には、従前の 

許可書又は回答書の番号及び年月日を記載してください。 
２ 申請者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、「氏名」
の欄には名称及び代表者の氏名を記載するとともに、「担当者」の欄に所属・氏名を
記載してください。 

３ 「許可の区分」の欄については、該当するものに☑を付けてください。 
４ 「場所」の欄には、地番まで記載してください。占用が２以上の地番にわたる場合
には、起点と終点を記載してください。「道路・水路」については、該当するものを
○で囲んでください。 

５ 変更の許可申請にあっては、関係する欄の下部に変更後のものを記載し、上部に変
更前のものを( )書きしてください。 

６ 「添付書類」の欄には、占用等の場所、物件の構造等を明らかにした図面その他必
要な書類を添付した場合に、その書類名を記載してください。 



【添付書類】 

１ 条例第４条第１項第１号、２号又は３号に規定する行為の場合 

 (1) 占用の場所及びその付近の状況を記載した平面図 

(2) 占用の場所の求積を記載し、隣接地の地番、地目及び所有者名を記載した実測平面図並

びに断面図 

(3) 施設又は工事を伴うものであるときは、その設計書、仕様書及び構造図 

(4) 占用の場所及びその付近において利害関係人があるときは、その者との協議書 

(5) 数人共同の代表者にあっては、その代表権を証する書面 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 条例第４条第１項第４号に規定する行為の場合 

 (1) 位置図、公図の写し、測量図等 

(2) 申請に係る事業について、他の法令に基づく許認可等を必要とする場合は、当該許認可

等を証する書類 

３ 条例第４条第１項第５号に規定する汚水の放流の場合 

(1) 位置図、公図の写し、測量図 

(2) 汚水の濃度調書 

(3) 浄化設備の位置、構造図、汚水処理の方法及び放流系統図 

(4) 浄化設備の維持管理方法 

(5) 隣接地権者の同意書 

(6) その他利害関係者の同意書 

(7) その他市長が必要と認める書類 



様式第２号（第２条関係） 

   年  月  日  

 

法定外公共物占用等権利承継届出書 

 

  (宛先)山鹿市長 

 

届出者  住所              

氏名              

（署名又は記名押印） 

電話番号            

 

 下記のとおり権利を承継しましたので、関係書類を添えて届け出ます。 

 

記 

 

１ 法定外公共物の種類 道路・水路（該当物件を○で囲んでください。） 

 

２ 許可年月日及び指令番号      年   月   日     第   号 

 

３ 占用等の許可の内容及び条件の概要 

 (1) 目的： 

 (2) 場所： 

 (3) 物件の名称又は種別： 

 (4) 物件の規模： 

 (5) 物件の数量： 

 (6) 期間：     年   月   日から    年   月   日まで 

 (7) 復旧方法： 

 (8) 占用料： 

 

４ 被承継人 住所 

       氏名 

 

５ 承継の年月日      年   月   日 

 

６ 承継の理由 

 

添付書類 

 １ 許可書の写し 

 ２ その他市長が必要と認める書類 



様式第３号（第２条関係） 

  年  月  日  

 

法定外公共物占用等権利譲渡承認申請書 

 

  (宛先)山鹿市長 

 

譲渡人  住所              

氏名           ㊞  

電話番号            

 

譲受人  住所              

氏名           ㊞  

電話番号            

 

 下記のとおり権利譲渡をしたいので、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 法定外公共物の種類 道路・水路（該当物件を○で囲んでください。） 

 

２ 許可年月日及び指令番号      年   月   日     第   号 

 

３ 占用等の許可の内容及び条件の概要 

 (1) 目的： 

 (2) 場所： 

 (3) 物件の名称又は種別： 

 (4) 物件の規模： 

 (5) 物件の数量： 

 (6) 期間：     年   月   日から    年   月   日まで 

 (7) 復旧方法： 

 (8) 占用料： 

 

４ 権利譲渡の理由 

 

 

 

添付書類 

 １ 許可書の写し 

 ２ その他市長が必要と認める書類 



 様式第４号及び様式第５号を削り、様式第６号を様式第４号とし、同様式の次に次の１

様式を加える。 



様式第５号（第３条関係） 

法定外公共物占用等許可書 

新
規 

更
新 

変
更 

第     号 

  年  月  日 

第     号 

  年  月  日 

     〒 

  住 所                    

  氏 名                  様 

担当者 氏  名           

電話番号           

許 可 の 区 分 

□条例第４条第１項第１号、２号又は３号に規定する行為 

□条例第４条第１項第４号に規定する行為 

□条例第４条第１項第５号に規定する汚水の放流 

目 的 
 

場 所  
対象

物件 
道路・水路 

物 件 の 詳 細 

名 称 又 は 種 別 規 模 数 量 

      

期 間 
  年  月  日から 

  年  月  日まで 
間 

物件の構造又は

採 取 等 の 方 法 

  

工 事 の 期 間 
  年  月  日から 

  年  月  日まで 
間 工事実施の方法 

  

復 旧 方 法 
  

添 付 書 類 
  

占
用
料 

初 年 度  ￥       

年 額  ￥       

最 終 年 度  ￥       

総 額  ￥       

    （履行期限） 納入通知書により指定する期限 

   年  月  日付けで申請のあった占用等については、別紙の条件を付して許可しま

す。 

 

山鹿市長          印 

教

示 

１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月

以内に、山鹿市長に対して審査請求をすることができます。 

２ 処分の取消しの訴えは、この処分（審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決）があ

ったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、山鹿市を被告として（訴訟において山鹿市を

代表する者は山鹿市長になります。）提起することができます。 

３ ただし、上記の期間内であっても、この処分（審査請求をした場合には、当該審査請求に対する

裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、正当な理由がある場合を除き、審査

請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。 



様式第７号から様式第９号までを削る。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 


